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は じ め に
琉球列島の施政権返還に至るプロセスは,米 国,日 本及び琉球住民の三者
の相互作用として捉えることができる。米国の日本重視政策,日 本の経済力
を中心とした国力の増大 と国民の支持,並 びに琉球住民の復帰運動が相侯 っ
て米国による施政権の返還が1972年 に実現 したのであり,何 れが欠如 して
も施政権の回復は困難を極めたであろう。 とりわけ,米 国統治に対する琉球
住民の反抗がなかったならば,日 本復帰はなかったか,あ るいは大幅に遅れ
た と思われ る。 米 国政府及 びその出先機 関で ある琉球列島米国民政府
(USCAR)は 琉球政府に対する日本政府の直接援助を一貫 して拒否 してき
たが,軍 用地問題に纏わる激 しい住民運動を契機に,日 本政府の直接援助の
受け入れが検討 された。住民の経済的条件を改善すれば,住 民の不満や復帰
運動を緩和することができるであろうとの判断であった。 日米両国政府の合
意に基づき,米 国側の主導のもと琉球政府に対する日本政府の直接援助が
1961年 度から開始 された。その後,数 度の 日米首脳会談 を経て施政権の返
還が具体化 してい くに伴い,日 本政府の対琉球政府援助予算は日琉一体化政
策の下で飛躍的に増大 した。事実上復帰が決定 した1968年 度以降,琉 球政
府援助予算の計上は国内問題化 したのである。
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本稿では,こ うしたことを踏 まえ,ま ず,施 政権返還と復帰運動,及 び施
政権返還 と日米首脳会談について考察 した後に,琉 球列島に対する日本政府
援助を二期に分けて分析する。1952年 度か ら1960年 度の間における日本政
府の直接支出による援助,そ して1961年 度以降の日本政府援助についてで
ある。本稿における会計年度は断 りがない限 り日本政府会計年度である。
第1節 施政権返還と復帰運動
日本復帰運動は全琉球住民を巻き込んだ大衆運動であったが,そ れを主導
したのは政党や教職員組合などの団体であった。復帰運動は,そ の取 り組み
方や運動内容等か ら概ね三期に区分することができる。すなわち,沖 縄戦終
了から対 日講和条約発効迄,講 和条約発効から土地闘争の終了迄,そ して軍:
用地問題解決から日米首脳会談により施政権の返還が決定 し復帰運動が事実
上終了 した1967年10月 迄である。
1.終 戦から講和条約発効前までの日本復帰運動
米軍は沖縄本島上陸直後の1945年4月5日 に 「米国軍占領下ノ南西諸島
及其近海居住民二告グ」(米 国海軍政府布告第1号)を 公布 し,占 領地域で
の日本の行政権を停止 させ,軍 政府を設立する旨を宣言 し,米 国の琉球列島
統治が開始された。そして,翌 年の1月29日 の 「若干の外廓地域を政治上,
行政上 日本か ら分離することに関する覚書」(連 合国最高司令官総司令部)
によって,北 緯30度 以南の琉球列島が日本か ら分離された。戦争により壊
滅的な打撃 を被 り,被 扶養状態にあった住民は戦勝者 として統治 していた米
軍政府 を好意 的に受 け入れて いたω。 米軍政府 は軍余剰物資援助や,
GARIOA援 助等により最低限の住民生活を保障する一方で,琉 球住民の日
本 との一体感や帰属感を取り除 く方針の下に統治を進め,米 国は琉球列島の
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長期保有を1949年 に決定 して,そ れまでの留保的な政策を改め,1950年 度
(1949年7月1日 ～1950年6月30日)予 算により本格的な軍事基坤建設に
着手 した。施政権の長期保持を前提とした恒久的な軍事基地の建設 ・維持 と,
住民の日本への帰属運動とは両立する性格のものではなかった。
占領当初から日本への帰属を主張する萌芽はあったが,日 本復帰運動への
具体的な胎動 となったのは1950年9月 に行われた沖縄群島知事選挙であっ
た。 日本復帰指向の候補者が,復 興資金配分の権限を掌中に収め,且 つ米軍
政府の支持を得ていた候補者に大差をつけ当選 したのである②。米国におい
て,同 年ll月 に 『対 日講和七原則』(3)が発表されるに及び,琉 球列島の帰
属問題が具体化するにつれ復帰運動は急速な盛 り上がりをみせた。米国によ
る信託統治の支持や,独 立論などが混在するなかで,1951年3月 に沖縄群
島議会は圧倒的多数 により日本復帰要請決議を採択 した。 そして1951年4
月29日 には日本復帰期成会が結成 され,署 名運動が繰 りひろげ られ,約3
ヶ月で全有権者の7割 以上の署名を集め,署 名簿を講和条約調印の日本側首
席全権宛に送 った。さらに,沖 縄群島政府と群島議会は米特使,日 本側首席
全権及び講和会議議長等に琉球列島の日本帰属を要請 した。なお,こ うした
ことに先立って全国知事:会は1950年5月10日 に 「南西諸島の復帰懇請につ
いて」(連 合国最:高司令官宛)を 決議 して,琉 球列島の日本帰属を懇請 した
のである。 このように講和条約の締結を控え,各 方面において日本帰属を望
む声が喧 しくなったが,そ の希望は叶えられず,『 日本国との平和条約』に
基づき米国の施政権下に置かれることになったのである。同条約第3条 は,
次のように琉球列島の地位を規定 している。
「日本国は,北 緯二十九度以南の南西諸島(琉 球諸島及び大東諸島を含
む)嬬 婦岩の南の南方諸島(小 笠原群島,西 之島及び火山列島を含む)
並びに沖の鳥島及び南鳥島を合衆国を唯一の施政権者 とする信託統治制
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度の下に置 くこととする国際連合に対する合衆国のいかなる提案にも同
意する。このような提案が行われ且つ可決されるまで,合 衆国は,領 水
を含むこれ らの諸島の領域及び住民に対 して,行 政,立 法及び司法上の
権力の全部及び一部ωを行使する権利を有す るものとする。」
この第3条 の最初の文章では,琉 球列島などが 日本から切 り離 され,米 国
が信託統治の下に置 く提案を した場合に,日 本は同意することを定め,後 の
文章では,国 際連合に対 して信託統治の下に置 く提案がなされるまで,こ れ
らの地域は米国の施政権下に置かれる旨を規定 している〔%米 国は法的に琉
球列島を領有することな く,米 国が必要とする限 り独占的な統治権を確保 し
たのである。その後,米 国は第3条 に基づき極東に軍事的脅威が存在する限
り琉球列島に軍事基地を確保 し,そ のために施政権を保持 している旨を繰 り
返 し表明 した。
こうして,対 日講和条約第3条 により,米 国の琉球列島統治が継続される
こととな り,日 本帰属を切望 した住民の落胆は想像に難 くない。1952年4
月28日 の講和条約及び日米安全保障条約の発効により,施 政権返還運動は,
次の段階へと進むことになる。
2.島 ぐるみ土地闘争と日本復帰運動
サンフランシスコ講和条約第3条 により琉球列島統治の新たな法的根拠を
得たとする米国は,恒 久的軍事基地の建設を押 し進めると共に,軍 事基地の
建設 ・維持に纏わる経済活動,す なわち基地経済に琉球の経済社会を組み込
んでいった。その際,USCARは 統治政策 としてあらゆる方面で住民の意向
を無視 した強硬手段を採用 した。労働運動や政治運動は厳 しく弾圧 され,米
兵の凶悪事件は頻発 し,農 民は軍用地として農地を奪われ,し かも地代は低
廉 とあって刻苦欠乏の生活を余儀な くされた。住民の忍耐が限度に達 したの
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は1950年 代半ばであり,米 国統治10年 を経ていた。 こう'した状況において,
琉球住民の日本復帰への願望 は強 く,立 法院の復帰決議⑥や,県 民総決起
大会等を通 して早期復帰を訴えた。
米国統治に対する住民の激 しい抵抗として特筆されるべきは軍用地問題に
係わる 「島ぐるみ土地闘争」である。土地闘争は教育に関する運動と連携 し,
日本復帰運動へと止揚 して行 くのである。1950年 のFEC指 令では,土 地所
有権の登録又は確定を最優先 し,そ の所有権を獲得する場合,他 の資金の充
当がない時には見返資金を永久に使用する土地購入に優先的に充当するとさ
れ,基 地建設用地の確保が最優先課題である旨をUSCARに 指示 していた。
極東情勢や米国の軍:事戦略等から琉球列島における軍事基地の重要性が高まっ
たためである。軍用地 に係 る問題は強制接収や軍用地料などに関 して1950
年代初頭から顕在化 していたが,1953年4月 に布令第109号 「土地収用令」
を公布して,農 民の頑強な抵抗を排除するため各地で武装米兵を動員し土地
接収が行われた。 さらに,1954年3月 には,USCARは,土 地買い取 りに
等 しい 「地代の一括払いの方針」 を発表 した。USCARの 定めた借地料の
16.6年分,す なわち地価相当額を一括払いすることによって永代借地権を設
定しようとするものであった。 こうした実質的土地買い上げの方針に対 して,
琉球立法院は1954年4月 に 「軍用地処理に関する請願」を全会一致で可決
したが,そ の中に一括払い反対,適 正補償,損 害賠償,及 び新規接収反対の
4つ の要求(土 地問題四原則)が 盛 り込まれた。
この決議と同時に,行 政府,立 法院,市 町村長会,及 び土地委員会連合会
は協議会(7〕を結成 してUSCARと 交渉す ることになった。USCARは1954
年11月 の立法院宛書簡で,土 地問題四原則は非現実的であ り,い かなる私
有地 も取得すると表明するなど,一 歩 も譲歩 しない姿勢を示 した18'。1955
年5月 には,同 協議会は代表団を渡米させ,下 院軍事委員会で四原則の解決
を訴えた。 この協議会代表団の要請を受け,下 院軍事委員会は,M.プ ライ
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ス議員を委員長とする特別分科委員会を現地調査のため派遣 した。プライス
調査団は1956年6月 に 『米下院軍事委員会特別分科委員会報告』を議会に
提出 したが,こ の報告書が,い わゆるプライス勧告[The(Melvin)Price
Report]と 呼ばれているものである。プライス勧告 は,琉 球住民の期待に
反 して,琉 球列島における軍事基地の重要性を強調 し,軍 用地政策を含むこ
れまでのUSCARの 琉球統治を基本的に正 しいもの と認めるものであり,
一括払い反対,適 正補償,損 害賠償及び新規接収反対の四原則をほとんど否
定 した(%
こうしたプライス勧告に対 して琉球立法院は1956年6月9日 に本会議を
開いて土地問題四原則の貫徹を決議するとともに,米 国の領土権侵害に対 し
て,断 固たる態度をとるよう日本政府 に要望 したω。協議会は総辞職,住
民大会の開催,日 本への代表団の派遣等の方針を決め,USCARに は総辞職
の決意書を届けた。多 くの市町村 において,プ ライス勧告に抗議する市町村
住民大会が開催され,さ らに市町村を網羅 した全琉的な住民大会が開催され,
まさに 「島ぐるみ闘争」へ発展していったのである。住民大会での決議や方
針として 「領土権の死守」,「国土防衛」などが例外な く表明された。米国統
治に対する島ぐるみの抵抗である。
これに対 して,USCARは,全 米軍要員のオフリミット地域を設定 した経
済的締 め付け,直 接統治を辞せず との桐喝,琉 球大学に対する反米学生の処
分要求,那 覇市長選挙結果への介入("},軍 用地の新規接収,等 々を実行 し
て,土 地問題四原則貫徹の住民運動を牽制 した。
こうした圧力の下で,土 地闘争はUSCARの 懐柔策にあい,次 第に,土
地所有者や政党間等で土地問題解決への見解の相違が顕在化 していった。約
5年 に及んで島中を揺るがした土地問題は,日 本政府の仲介等 も功を奏 し,
紆余曲折を経て1958年 夏には解決へ向かって大きな進展をみせたのである。
米陸軍省の招待により,土 地問題解決渡米代表団が米国に派遣され,国 務省
6(482)
琉球列島における復帰運動と日本政府援助
及び国防省と折衝 し,土 地に関す る米琉共同声明U2〕が発表され,こ の共同
声明に基づき軍用地問題の現地折衝が開始された。同年ll月 には,土 地問
題に関する現地折衝で原則的に意見が一致 して米琉共同声明が発表 された。
地代の一括払いに代わ って 「毎年払い」 と 「適正地代」 という経済条件を確
保 したが,軍 用地の新規接収を認めるものであった(13)。一方,米 国は軍事
基地に対する住民の同意を取 り付けることにより,統 治上最:大の難題であっ
た軍用地問題を解決 したのである。
3.軍 用地問題解決から施政権返還決定までの復帰運動
こうした紆余曲折を経て,約5年 間に亘る土地闘争は一応終局を迎えたが,
軍用地問題に対する米国の強引な施政は,琉 球住民の反米感情を大 きく刺激
することとな り,か えって 日本復帰への心情を強めさせる結果 となった。強
烈な民族運動がないと判断 していた琉球列島において,島 ぐるみの抵抗が開
始されたことは,米 国政府及びUSCARを 驚かせたu4)。USCARは,琉 球
住民について,そ の性格はおとなしく,従 順であり,そ して自治能力の低い,
日本人の中の劣等グループであるという先入観を持っており,し たがって米
国の統治に対 して組織立 った抵抗はないものとみていた(15。軍用地問題は,
日本で も大きな反響を呼び,マ スコミや各政党をはじめ多 くの国民の共感を
呼びおこし,琉 球列島における軍事占領の実情が知 られるようになった。
土地闘争後,USCARは それまでの強硬政策を軟化 させ,経 済的手段を用
い,琉 球住民の復帰運動を沈静化 させ,基 地黙認を取 り付ける政策が採 られ
た。琉球住民の経済水準を向上 させることにより,こ の目的を達成すること
ができるとみたのである。軍用地問題解決後,米 国において,琉 球列島は日
本に返還すべきであるとの報告書や新聞報道が数多 くみられた。たとえば,
『アジアの現状,米 国の政策』(コ ンロン報告)㈹ は,「遠からぬ将来のある
時点において,琉 球列島に米国の軍事基地を留保する協定を結んで日本に返
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還することが望ましいであろう。」 と勧告 し,シ ラキューズ大学マクスウェ
ル社会問題研究所は上院外交委員会に報告書を提出し,琉 球列島の基地は放
棄すべきである旨を勧告 した。琉球住民はこうした論調に意を強 くしたが,
それにも拘 らず米国政府及びUSCARは,住 民の期待に反 して,脅 威 と緊
張の状態が極東に存在する限 り琉球列島を無期限に保持する旨を再三表明し
たのであるU7)。
ところで,日 本復帰を推進する団体等は組織強化のため,1960年4月28
日,沖 縄諸島日本復帰期成会を沖縄県祖国復帰協議会(復 帰協)に 再編 した。
爾来,復 帰協が中心とな り,米 国統治の醸 し出す多 くの問題に対処 しつつ日
本復帰運動を強力に推 し進めた。米国は,1950年 代後半において,大 統領
行政命令の発布,上 述の軍用地問題の解決,日 本政府技術援助の受け入れ,
プライス援助法の上程など,琉 球住民を宥和するため,種 々の政策を実施 し
た。米国にとって,復 帰運動は根絶できるものではなく,激 化せずに適当な
水準に止めてお く以外に方策がなかったといえ'る。 日本政府援助の受け入れ
ば,日 本及び東アジアの安全保障にとって琉球列島における米軍基地は不可
欠であり,そ の安全保持は住民の理解が必要であるとの,日 米両政府の共通
認識に立脚 していた。 したがって,日 本政府援助を含む経済援助は軍事基地
との交換条件の観をも呈 していた㈹。
しか し,1960年 代に入って,琉 球住民は改善 されつつある状況に甘んじ
ることな く,様 々な困難や圧力の下で,米 軍統治か らの脱却,日 本復帰を遮
二無二に訴え続けた。それに対 して,USCARは 軍事基地の安全保持のため,
施政権を保持するという基本姿勢を維持 しつつ,渋 々,日 本政府援助を受け
入れたが,そ の狙いは基地の現状維持 に資するためであった。それでもなお,
1960年 代前半のUSCARは,日 本政府の琉球列島に対する影響力を排除す
る政策,す なわち日琉離間政策を徹底 し,琉 球政府や経済界に対 して直接介
入を実行 したのであるu9)。USCARは 軍事基地の現状維持と施政権の確保は
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一体のものであるとの認識であった。こうした強権的施政は,む しろ琉球住
民の反発を生み,復 帰運動や,自 治権の拡大,主 席公選の要求等の運動を燃
え上が らせた。
1964年 に佐藤内閣が成立 し,1960年 代後半に入ると,日 米両政府による
施政権返還交渉が緒についた。琉球列島では,琉 球政府行政主席公選や,裁
判移送問題,教 公二法問題など様々な問題が発生 し,米 国統治 に対する住民
の不満が一気に噴出した。自治権拡大の最大要求事項であった行政主席の公
選は,1950年 代初頭 に米軍政府が将来実施する旨を表明したのであったが,
その後の粘 り強い運動や立法院における数度の議決にもかかわらず,実 現 し
たのは1968年ll月 であった。
裁判移送問題は,USCARが,「 二つの裁判」⑳ を琉球政府上訴裁判所か
らUSCARの 裁判所 に移送するよう命 じたことにより生 じた。米国政府は
布令の合法性とUSCARの 統治権に対する挑戦であると看徹 し,強 硬な姿
勢で対応 した。 しか し,住 民の欝積 した不満を沈静化 させることができず,
曖昧な決着ながら,USCARは 譲歩せざるを得なかったのである。
地方公務員法と教育公務員特例法の制定をめ ぐる教公二法(21問 題は,与
野党の対立であ り,USCARと 直接的関わ りはなかったが,米 国統治に対す
る抵抗運動に重大な影響を与える内容を含んでいた。行政主席の公選を控え,
立法院与党による両法案制定の狙いは復帰運動をはじめ大衆運動の中心となら
てきた教職員会の政治活動を封 じようというものであった。教職員会は強力
な反対運動を展開 し,結 局,同 法案を廃案に持ち込んだのである伽。米国
統治下において,日 本復帰運動の先端を行ったのは小 ・中学校や高等学校等
の教職員であり,そ の組織である沖縄教職員会の果たした役割は極めて大き
なものがあった⑳。
さて,米 国の琉球列島統治はひとえに軍事上の必要に基づくものであり,
そこで統治の施政においては,軍 事的配慮がすべてに優先 し,住 民福祉の問
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題などは,第 二義的意義 しか認められないというものであった。領土問題を
解決する場合,外 交交渉によって平和裡に解決する以外に道はなく,ま たそ
れが友好国間の常道である。米国の軍事的戦略に理解を示 しつつ,施 政権 と
軍事基地を分離 し,施 政権を回復 した上で,軍 事基地の存続を認める以外に
解決の方策は見出せなかった㈲。 日本政府は,こ うした考え方に立脚 して
施政権返還問題に取 り組み,度 重なる日米折衝を経て1972年5月15日 に琉
球列島の日本復帰が実現 したのである。
最後に,施 政権返還に至った日 ・米 ・琉の事情を簡単に述べると,以 下の
通 りであったといえよう(251。まず,米 国であるが,そ の世界戦略から琉球
列島における軍事基地を必要 としていた。 しか し,住 民の不満が高まるにつ
れ,施 政権を維持 し且つ基地を安定的に保持することは不可能であると判断
して,日 本の返還要求に応 じた。つまり,長 期的な観点か ら日米の協力関係
及び軍事基地の保持を選択 したのである。施政権の返還か ら,21世 紀初頭
現在までの日米関係を見ると,当 時米国が意図 したように展開 してきている
思われる。
日本の場合には,日 本政府は自国の安全保障を米国に委ねているとの負い
目か ら,当 初,現 状の変更に積極的ではなかったが,琉 球列島において生起
する諸問題が国内政治に跳ね返 り,国 政選挙等にも大きな影響を及ぼし,も
はや政治情勢が放置することを許さなかったこと,さ らに,敗 戦の結果 とは
いえ,固 有の領土と100万 人近い国民を他国の施政権下に置 くことに屈辱を
感 じ,そ の継続が耐え難 くなり 「失地の回復」を望んだことである。
一方,琉 球住民の間では,終 戦後の混乱の中で,様 々な選択肢が論 じられ
たが,日 本帰属以外に道はないとの認識に落ち着いた。前述の通 り,軍 用地
問題を契機に,米 国統治に対する住民の激 しい抵抗が起こり,さ らなる日本
復帰運動へと受け継がれていった。その際,琉 球列島は日本の固有の国土で
あり,住 民は日本人であるということが最大の推進力であった。米国統治下
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において経済的,政 治的利益を享受 していたグループは,早 期の復帰を望 ま
ない傾向が強かったが,即 時復帰を支持する世論の前に,明 確に反対できる
状況にはな く,ま た,こ うした人々も厳 しい軍政を是認する感情は持ち合わ
せていなかったと思える。すなわち,琉 球住民にとって他の選択肢はな く,
日本復帰は圧倒的支持を得ていたのである。
斯 くして,1967年10月 の第二次佐藤 ・ジョンソン会談により共同声明が
出され,沖 縄県祖国復帰協議会を中心 とした復帰運動の最:大の狙いは達成さ
れ,復 帰運動 は事実上終了 した㈱。 それ以降の争点は復帰の内容,す なわ
ち復帰時点での米軍事基地のあり方等についてであった。多 くの要因が重な
り,日 本復帰が実現 したのであるが,日 本国民の共感を得た琉球住民の熱烈
な復帰運動なしには,施 政権の返還はなかったであろう。
第2節 施政権返還と日米首脳会談
サンフランシスコ講和条約第3条 において,琉 球列島の地位は確定 したが,
講和会議において,米 国及 び英国の全権は琉球列島の潜在主権(residual
sovereignty)が 日本にあること認め,こ れを日本の首席全権は了承 しだ27)。
米国は,琉 球列島を信託統治制度の下に置 く意思 もな く,ま た国連憲章上 も
無理であった。 日本に潜在主権を残 し,米 国は軍事基地を有効に確保するた
め施政権を行使 したのである。
米国は,1950年 代半ばまで,東 アジアに共産主義の脅威がある限り,琉
球列島を無期限に保持する旨を繰 り返 し表明しだ28)。「岸総理 ・アイゼンハ
ワー大統領共同声明」(1957年6月22日)に おいて,日 本は施政権返還の
希望を表明 したが,受 け入れ られなかった。 日本の潜在主権を再確認 し,大
統領は住民福祉の向上を約束するに止まったが,こ の首脳会談は施政権返還
について日米首脳が初めて意見を交換 したことに意義があった。その後,日
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本政府は日米会談の度ごとに施政権返還の要望を繰 り返 した。
そして,1958年9月 の日米外相会談により,琉 球列島に対する日本政府
の技術援助(29)が認められ,さ らに1961年6月 の 「池田総理 ・ケネディ大統
領共同声明」⑳ において,琉 球政府に対する日本政府の直接援助が認め られ
た。 この首脳会談後,各 省代表からなる調査団(31が大統領によって琉球列
島へ派遣 され,同 調査団の報告書に基づき,大 統領行政命令改正に関する
「ケネディ大統領声明」CI?1が1962年3月 に発表された。すなわち,① 琉球が
日本の一部であること,② 経済開発の促進のため日本と討議を開始すること,
③自治権の拡大について継続的に討議すること,等 を盛 り込んだ,琉 球列島
統治に対するケネディ大統領の新政策である。施政権の返還について具体的
に触れることは避けたものの,同 大統領は 「琉球諸島が日本国の完全な主権
の下へ復帰せしめることを許す日を待望 している」 旨を表明 し,米 国が,将
来,返 還する意図を持 っていることを明確にした。ケネディ新政策が 「返還
への一里塚」ともいわれる所以である。ただ,当 面,住 民の経済水準を引き
上げ,そ の不満を緩和することにより,日 米の共通利害を有する琉球列島に
おける米国の立場を維持する狙いを持っていた。その後 日本政府援助の増大
に伴い,米 国援助の有難味が低下 し,住 民の日本復帰志向が一層高まった。
佐藤内閣の成立により,施 政権返還交渉が具体化 し,復 帰の機運は大きな
高まりをみせた。 日米の両首脳とも,そ れぞれ,前 任者が敷いた日米協調路
線を踏襲 し,第 一次及び第二次の佐藤 ・ジョンソン会談を経て,1969年11
月の佐藤 ・ニクソン会談において1972年 中の施政権返還が合意に達するの
である。
まず,1965年1月 における佐藤首相とジョンソン大統領 との第一次会談
である。琉球列島に関する共同声明の要旨は,次 の通 りである。すなわち
「琉球列島における米軍基地が極東の安全にとって重要であると両者 とも認
識 した。総理大臣は施政権ができるだけ早い機会に返還されるようにとの願
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望を表明 し,こ れに対 して大統領は理解を示 し,極 東における安全保障の環
境がこの願望の実現を許す 日を待望すると述べた。両者は今後とも住民の福
祉と安寧向上のため相当程度の経済援助を続けるべき事を確認 した。現存す
る日米協議委員会の機能を拡大することについて,原 則的に意見の一致をみ
た。」 というものである。米国の基本認識は,施 政権の返還について理解は
するが,琉 球列島における米軍基地は自由世界の安全保障のため重要であり,
施政権返還の環境条件が整うまで,両 国は大幅な経済援助を継続的に実施す
る,と いうことであった。つまり,米 国統治に対する不満緩和のたあの手段
として,経 済水準の引上げを位置づけたのである。 しか し,こ の共同声明は,
琉球住民に日本復帰実現への希望を抱かせるのに充分な内容であった("3)。
第二次の佐藤 ・ジョンソン会談は,ワ シン トンにおいて1967年10月13
日から3日 間に亘 って行われ,共 同声明が発表された。共同声明における琉
球列島に関する部分は 「総理大臣は,米 軍基地の 日本およびアジア諸国の安
全保障に対する重要性を認め,施 政権返還について日米両国政府がここ両3
年内に合意すべきであることを強調 した。総理大臣と大統領は,施 政権が日
本に回復される際に起 こるであろう摩擦を最小限にするため,沖 縄の住民と
その制度の日本本土 との一体化をすすめ,経 済的,社 会的福祉を増進する措
置が採 られるべきであることに意見が一致 し,こ の目的のため,高 等弁務官
に助言と勧告 をする機関として日米琉諮問委員会を設置することに合意 し
た。」㈲ という内容であった。 このように米軍基地の重要性の確認について
は1965年 の第一次会談 と同様であるが,両3年(inafewyears)内にお
ける返還時期決定の合意,及 び日琉一体化政策を推 し進めることが合意され,
事:実上,こ の共同声明により施政権返還それ自体は決着 したのである。なお,
日米琉諮問委員会は,そ の任務及び組織についての 「交換公文」に基づいて
1968年1月 に設立 され,爾 後,沖 縄復帰準備委員会に衣替えするまで,同
委員会を中心として行財政全般にわたる一体化政策が具体的に検討された。
(489).13
政経論叢 第74巻 第5・6号
第二次佐藤 ・ジョンソン会談において,継 続的な検討を行うとの合意にも
関 らず,同 大統領が次期大統領選に不出馬を表明 したため,施 政権返還問題
は約1年 間進展がな く,新 大統領が決まるまで棚上げの状態に陥 り,日 米首
脳会談が開催されたのは1969年11月 であった。佐藤総理 ・ニクソン大統領
共同声明は15項 目か ら成 り,第6項 か ら第11項 は琉球列島の施政権返還に
関する記述であったが,各 項 目は,そ れぞれ,1972年 中の返還を実現する
たあ返還協定締結交渉の開始,基 地の本土並み返還,核 兵器問題,財 政経済
問題,準 備委員会の設置,及 び日米友好関係に関する声明であった。その他
の項では,日 米安全保障条約を堅持 して,と くにアジア地域の発展に日本が
関与する旨を謳 ったものである。すなわち,同 共同声明は,琉 球列島の施政
権の返還が1972年 中に行われるものとし,基 地の態様は本土並みであり,
現状の米軍基地機能を維持するとのことであったが,日 本が米国と協力 して
応分の国際貢献を果たすことを前提 とするものであった。
こうした経緯を経て 「琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合
衆国との間の協定」(35)が1971年6月17日 に調印され,1972年5月15日 に
発効する運びとなったのである。 この返還協定に対 して,さ まざまな批判 も
あるが,戦 争によって失 った領土を平和裡に回復するという稀有な事例 とし
てみた場合,大 いに是 とすべきであろう。
第3節 初 期 の 日本政府援 助(1952～1960年 度)
琉球列島に対する日本政府援助は,概 ね,(1)日 本政府が直接実施する援助,
②南方同胞援護会の行 う事業に対 して補助金を交付 し同会を経由する援助,
(3)琉球政府会計に対す る トランスファーなどの方法が採 られた㈹。1960年
度(日 本政府会計年度)ま での援助は,(1及 び②の方法によ り実施され,(3)
の方法による本格的な経済援助が開始 されたのは1961年 度か らである。米
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国は,日 本の琉球列島に対する影響力等を極力排除するため,1960年 度ま
では,琉 球政府に対する日本政府の直接援助を許さず,教 育援助や見舞金,
技術援助,恩 給 ・年金等など,日 本政府が直接実施するものに限定 したので
ある。
日本政府の琉球列島に対す る援助は1952年 度から開始されたが,当 初は
教育関係援助のみであり,そ の内容は教員等の 日本での研修費,学 生を日本
の大学へ進学させる奨学資金給与,及 び琉球列島への教育指導員の派遣など
であった。文部省関係援助は1952年 度の216万 円(日 本円)か ら開始され,
年度毎に増加 し,1960年 度には3,932万 円に上 った。こうした援助は,琉 球
の教員等や学生に対する日本政府の直接支出であり,琉 球政府会計を経由す
ヒ
る ものでは なか った。 また,1956年 度 か ら総理府特 連局 を通 ず る援助 が開
始 され るよ うにな った。1956年 度 には11億2,817万 円が支 出 され たが,そ
の うちの11億 円は,講 和条約 発行前 の米軍 土地等 の損害 に対す る給 付金,
海外 引揚者 に対す る更正資金,及 び元 沖縄 県吏員 に対す る給 付金か らなる沖
縄関係特別措置費 な どの,い わゆ る見舞金であ った。因み に,総 理府特別連
絡 局 を通 ず る支 出 は,1957年 度な し,1958年 度1,500万 円,1959年7,249
万 円,1960年 度2,188万 円であ った。
軍用地 問題 の発生 を契 機 に,琉 球列 島に対す る施策が必要 であ るとの認識
表1初 期の日本政府援助(千 円)
1952 1953 1954 1955 1956 1957 19581959 1960
文部省関係 2,16C5,8747,72210.25 14,41816,17418,32630,54439,320
総理府関係 1,128,170 1,50072,48721,880
気象庁関係 19,650
南援補助金 8,60711,7908,6068,028 6,210
援 助総額 2,1605,8747,72210.251,151,19E27,96428,432111,05487,060
恩給年金等 48,471532,7799 8,1392,141,3602, 79,0102,656,4963,007,7993,687,960
注:① 会計年度は日本政府会計年度である。
② 単位は日本円である。
資料:総 理府特別地域連絡局 『沖縄参考資料』昭和38年10月,232-233頁 。
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から,そ の一端を担う機関として1956年 に 「南方同胞援護会」㈹ が設立さ
れ,日 本政府は同会の実施する事業に対 して補助金(南 援補助金)交 付を
1956年 度か ら実施 した。琉球列島の特殊な地位に鑑み 日本政府が直接 に実
施することが適当ではない事項について,施 政権の回復まで南方同胞援護会
を通ずる援助方式をとったのである。すなわち,日 本政府が直接になすべき
援助を外交上の摩擦等を避けるため,同 法人を経由し間接的に実施 したとい
える。因みに,USCARは 米国の施政にとって好ましくないとの観点から,
南方同胞援護会の事業活動に対 して度々クレームを付けた㈹。
南方同胞援護会は,民 間 レベルでの対米折衝活動事業,調 査研究事業,啓
蒙宣伝活動事業,及 び援護活動事業,及 びその他の事業を実施 したが,解 散
までに投 じられた金額は,そ れぞれ,1,400万 円,1億4,400万 円,1,800万
円,31億5,000万 円,1億9,600万 円であり,そ れに事務的経費が4億7,800
万円で,総 支出は約40億 円に達 した。 日本政府補助金は,総 理府所管の経
費 として予算計上 され,1956年 度の861万 円か ら緒につき,最 終年度の
1972年 度 までの17年 間に総計約19億 円が交付された。国庫補助金のほか
に,南 方同胞援護会の資金の源泉は日本自転車振興会寄附金約6億6,000万
円,お 年玉年賀はがき寄附金配分金約3億7,000万 円,一 般寄附金約5億
9,300万 円,地 方競馬全国協会寄 附金約4,900万 円などと多岐に亘 ってい
た㈹。 とくに,皆 無に近かった琉球の社会福祉を一応必要量低水準まで引
き上げることを当面の目標として援護事業は開始されたが,解 散までに,戦
没者遺族等や身体障害者等,医 療保護,学 生 ・青少年及び老人 ・母子等の援
護,そ れに災害援助及び援護金品の募集 ・送付並びに学用品等の送付,社 会
福祉団体への援助 ・協力,戦 跡の管理清掃と遺骨収集,講 和前損失補償問題
への協力など,種 々の援護事業を実施 し,住 民の福祉水準の引き上げに大き
な成果をあげた。 このように南方同胞援護会を通ずる日本政府援助の実態は
主として社会福祉及び医療関係援助であり,そ の事業活動は高 く評価するこ
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とができよう。
ところで,恩 給 。年金等については 「元南西諸島官公署職員等の身分,恩
給等の特別措置に関する法律」(昭 和28年 法律156号)に 基づいて,1953
年度から予算計上された。初年度は4β47万 円であったが,そ の後急増 して
1960年 度には37億 円に達 した。無論,恩 給 ・年金等の支払いは琉球住民に
対す る日本政府の債務の履行であって,純 然たる援助ではない。 この事務を
所掌 したのは,那 覇に設置された日本政府の南方連絡事務所であった。同事
務所は施政権の返還が具体化する1967年 までは,専 ら渡航などに関わる種々
の事務的処理をその業務 としていた㈲。
この期間に特筆すべき点は,米 国政府が琉球列島に対する日本政府援助に
関す る政策を実質的に転換 したことである。 日米が協調 して琉球住民の福祉
「の増進に資するため
,従 来とは違う視点から米国は日本政府援助を受け入れ,
日米両政府の協約に基づいた日本政府の技術援助が開始 された。米国は,軍
用地問題を契機に日琉隔離政策を弛め,琉 球列島に対する日本政府援助を活
用 して統治に当たるほうが得策であるとする方針転換を行 った。すなわち,
藤山外務大臣とダレス国務長官の会談(1958年9月)に 基づ き行われた日
米協議の結果,1959年 度から技術援助を実施 したいとの 日本側の提案に,
米国は同意 したのである。米国との明確な協約に基づいて日本政府が琉球列
島に対 して経済援助を行うのはこれが最初であり,日 本政府援助の制度化へ
の端緒となった。日本政府としては将来の施政権の返還を睨み,そ の環境を
徐々に整備 したいとの明確な狙いがあった㈲。
これに基づ く技術援助額は1959年 度が1,230万 円で,そ の内訳 は畜産,
植林,水 産加工,土 木建設等の技術者の琉球列島への派遣及び研修生の日本
への受け入れの経済技術援助費が1,017万 円,戸 籍事務に関わる専門家の派
遣及び受 け入れの戸籍事務処理援助費が213万 円であった。1960年 度 は
2,186万 円で,そ の内訳は,経 済技術援助費が2,023万 円,戸 籍事務処理援
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助費が163万 円であり,両 年度 とも僅かな金額ではあったが,日 米政府の協
議に基づ く援助の開始であり,日 本政府援助に係わる米国の政策転換であっ
た。医療や教育等に関する技術専門家の琉球列島への派遣,琉 球の技術専門
家を日本へ招致す るための所要経費の援助は施政権の返還まで継続 して計上
された。
このように,米 国をして日本政府の経済援助を受容せしめた要因は,統 治
に対する琉球住民の抵抗や,国 際情勢の変化,米 国の経済力の相対的地位が
低下傾向にあ ったこと等を上げることができよう。1962年 度(琉 球政府会
計年度)以 降,琉 球政府に対する日本政府の直接援助を米国は認めるように
なるが,現 地の統治機関であるUSCARは,米 国の政策を補助す るものと
して日本政府援助を受け入れるが,琉 球列島統治に対 して干渉は許さないと
の立場を変えなかった。とくに,教 育関連の技術援助によって日本ナショナ
リズムが若い世代に植え込まれ,復 帰運動が昂進する事態を憂慮 したのであ
る。
第4節 日米交換公文及び日琉一体化政策による援助の促進
日本政府は琉球列島に対する援助の増大を通 じて,そ の発言力を強めたい
との願望をもっていたが,こ れはUSCARが 日本政府援助に関して最 も懸
念 していたことである。勿論,琉 球住民は,日 本における高度経済成長によ
る福祉水準の上昇を垣間見て,自 らの生活水準の相対的低 さの要因を米国統
治に求めたのは当然の帰結であった。こうした折,池 田総理大臣とケネディ
大統領の会談が行われ,発 表された共同声明における琉球列島に関する部分
では 「大統領と総理大臣は,米 国の施政下にあるが同時に日本が潜在主権を
保有する琉璃及び小笠原諸島に関連する事項に関し意見を交換 した。大統領
は,米 国が琉球住民の安寧と福祉を増進するために一層努力をはらう旨確信
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し,さ らに,こ の努力に対する日本の協力を歓迎する旨述べた。総理大臣は,
日本が この目的のため,米 国と引き続 き協力する旨確信 した。」㈲ と表明 し
ている。
このように,同 共同声明は施政権返還のことにはまった く触れず,琉 球住
民の経済的社会的条件を改善するために日米両政府がいかに協力すべきかを
謳った ものであ り,米 国の円滑な統治継続に日本政府の協力を頼みにしたの
である。日琉離間政策の転換であり,琉 球住民の経済水準を引き上げること
で統治容認を取 り付け,軍 事基地の安全保持を確保したいとの方針であった。
この首脳会談により,日 本政府一般会計から琉球政府会計に対 して直接に財
源を トランスファーする道が開けたことは大きな成果であるが,米 国援助を
補完するものとして 日本政府援助を位置づけていた。米国政府はケイセ ン調
査団の報告書に基づき11962年10月 にプライス法改正による援助授権額を
600万 ドルから1,200万 ドルに引き上げた。
米国政府は,琉 球住民に対 して経済援助を顕示することによって,琉 球列
島に長期的にとどまる意思の明示をその主要な狙いとしたのに対 し,日 本政
府は,経 済援助の強化によって民政に対する影響力を漸増 し,う まくすれば,
完全な主権の返還を実現する手がかりにしようという意図が,そ の根底にあっ
た(4:)。当時の琉球列島に関する日本の外交努力は,ほ とんどこの経済的な
側面に関するものであった。
しか し,「琉球諸島に対する経済援助に関する協議委員会及び技術委員会
の設置に関する交換公文」が交わされたのは,ケ ネディ大統領の声明におけ
る 「米国と日本との協力関係実施に関する明確な取 り決めを作成するため 日
本政府と討議を開始する」との宣言か ら2年 余が経過 した1964年4月25日
であった。米国軍部や現地USCARは,日 本政府援助の受け入れば米国の
琉球列島統治にとって諸刃の剣になることを懸念 し,池 田 ・ケネディ会談に
基づく日本政府援助受け入れに関する懸案事項の合意成立への努力をペンディ
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ングに していたのであるω。同交換公文において合意に達 した主要事項は,
以下の通 りである。
1.日 本国政府及び米国政府は,琉 球諸島の経済開発並びに琉球諸島住民
の福祉及び安寧を増進するための経済及び技術援助を供与することにつ
いて,引 続き協力する。
2.日 本国側は外務大臣及び総理府総務長官により,米 国側は駐日米国大
使により構成 される日米協議委員会を設置する。協議委員会は,琉 球諸
島の経済開発並びに琉球諸島住民の福祉及び安寧を増進するための経済
及び技術援助を供与することについての協力に関 し,下 記の事項に関す
る両政府の政策を調整す るため,い ずれか一方の要請に基づき随時会合
する。
(1J琉 球諸島の経済開発及び社会福祉の進展を毎年検討すること
(2)短 期及び長期の必要を検討す ること
(3)日 本国政府が日本国の次会計年度おいて供与する援助の計画に関し,
米国政府が供与 している援助に妥当な考慮を払 って合意すること
3.議 長としての琉球諸島高等弁務官の代表者一人,総 理府総務長官が指
名する政府職員一人及び琉球政府行政主席又はその代表者一人によ り構
成 される技術委員会を設置する。技術委員会は,日 本国政府が琉球諸島
に対 して供与する経済及び技術援助の運営及び実施について生ずる問題
を検討する。
日本政府援助に関する日米合意がこの交換公文により成立 したのであるが,
特筆すべき点を敷術すると,ハ イレベルでの日米協議委員会を設置 したこと,
その協議対象を経済問題に限定 したこと,日 本政府援助の原案は米国が作成
すること,そ して 日米琉の代表者による日米琉技術委員会を現地に設置 した
こと等である。当初の 日本政府援助決定プロセスは,日 米協議委員会の合意
事項に したがって,米 国側による原案の提案,つ いで日本政府が対案を提示
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し,最 後に両者が合意するという手続きを経ていた⑯。米国の一貫 した姿
勢は,琉 球列島に対する日本政府援助は認めるが,統 治権の実質に関する日
本政府の干渉は一切認めないとし,施 政権者としての立場や面子を頑なに保
持 した。なお,日 本政府援助は施政権者である米国政府援助を補完するもの
であるとの立場であった。 しか し,上 記の交換公文以降,次 第で示すように
日本政府援助は急速に増加 し,そ れに伴い米国政府援助額が相対的に低下す
るにつれ,琉 球住民の米国統治に対する抵抗はさらに強 くな り,USCARの
不安は現実のものとなった。
こうした状況を背景に,さ らに第二次佐藤 ・ジョンソン会談において,施
政権の返還を前提 とした日琉一体化政策の必要性について合意に達 し,1968
年度以降の日本政府援助は質 ・量共に充実が図 られたのである。爾後,
USCARは 日本政府の対琉球列島施策に対 して積極的に協力するようにな り,
日本政府援助は日本側の計画通 りに進められるようになった。第2節 で述べ
たように,同 首脳会談に基づき日米琉諮問委員会が設置され,そ の任務及び
組織について 「琉球諸島高等弁務官に対する諮問委員会の組織及び任務に関
する交換公文」(1968年1月19日)が 取 り交わ された。同諮問委員会の任
務は日本の施政権の回復にそなえ,日 本 との一体化を推進するとともに,琉
球住民の経済的,社 会的福祉を増進するため,琉 球列島高等弁務官に対 して
助言及び勧告をすることであった。この諮問委員会は,1970年 に沖縄復帰
準備委員会に再編されるまでの約2年 間にわたって復帰準備に大きな役割を
果た した。
一体化政策㈹ というのは,施 政権返還の時点で発生す ると思われる摩擦
を最小限にとどめるため,行 財政制度等について日本と琉球との一体化を押
しすすめ,琉 球住民の経済的社会的福祉水準の向上を狙いとした政策全般の
ことである。ただ,日 本政府は,日 米協約に基づ く技術援助が開始 された
1959年 度予算から,将 来復帰 した場合のことを考慮 して琉球列島援助等経
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費を予算計上 しているとの立場であった㈲。 したがって,日 本政府の援助
は当初から施政権が 日本に回復された場合のことを念頭においてなされ,す
べて一体化を狙いとした政策であったともいえよう。なお,制 度の一体化,
すなわち自治権 に係わる米国の譲歩の具体例としては,大 統領行政命令の改
正による1968年ll月 の行政主席公選や1970年11月 の国政選挙の実施,立
法院の法案に対する事前事後調整48》の大幅な緩和などを上 げることができ
る。
日本政府は効果的な施策を実施するため,1968年5月 に15省 庁からなる
本土 ・沖縄一体化調査団を派遣 した。調査項目は教育,社 会福祉,保 健衛生,
産業経済,運 輸気象,郵 便通信,建 設,警 察,法 務,財 政金融,地 方制度そ
の他 と全行政分野を網羅 した ものであった。こうした調査等に基づき,同 年
11月 に 「日本本土 と沖縄 との一体化に関する基本方針について」が閣議決
定されたのである。 その方針は次の5項 目か ら構成 されていた。①沖縄の本
土復帰に備え,本 土 と沖縄との一体化は明年度以降おおむね三箇年間で完了
するものとする。②一体化の対象としては,特 に教育,社 会福祉,産 業基盤
の整備,市 町村財政等に重点を置 くものとする。③明年度の沖縄財政援助費
は,一 体化推進の線にとって拡充するものとする。④本土,沖 縄の一体化施
策の推進に当たっては,予 想 される沖縄経済の急激な変動をさけるため,必
要な暫定措置を検討するもの とする。⑤沖縄住民の有する戦前の日本郵便貯
金等に関する債権については,可 及的すみやかにその解決を図るものとする。
さらに,佐 藤 ・ニクソン会談により1972年 中における施政権の返還が決
定 した後,日 本政府は1970年3月 に 「沖縄復帰対策の基本方針」を決定 し,
それに続き 「沖縄復帰対策要綱」 が第一次分(1970年11月),第 二次分
(1971年3月),及 び第三次分(1971年9月)に 亘 って閣議決定された。
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第5節1961年 度以降の日本政府援助の特徴
本節では,日 本政府援助を主 として援助方法,金 額及びその内容の三点に
ついて考察する。従来,日 本政府の沖縄援助等経費は,総 理府や文部省,厚
生省等の所管別に計上 されていたが,文 部省所管の国費沖縄学生の招致や琉
球大学の整備,厚 生省所管の沖縄在住結核患者療養費や結核検診等強化費,
及び運輸省所管の上高層気象観測業務費などを除 く援助予算のほとんどが
1963年 度から総理府所管に一括計上され,予 算執行にあたっては必要に応
じて各省庁へ移 し替えられた。それに,1965年 度か ら,新 規事業について
は,原 則 として経費の20%を 琉球政府に負担 させることとな り,80%の 援
助率が採用 された㈹。すなわち,日 本政府援助は基本的には使途が特定 さ
れない一般補助金ではな く,市 町村財政に対する援助等を除けば定率の条件
付補助金であった。なお,琉 球政府一般会計に対する援助については1967
年度か ら,会 計年度⑳ のズ レ等を考慮 して所要の調整を行ない,日 米協議
委員会における援助合意額を2年 度に分割計上されるようになった(5D。
』さて
,1961年 度以降の 日本政府援助の第1の 特徴は,こ れまで述べてき
たように援助金が琉球政府会計に対 して直接に振 り込まれるようになったこ
とである。1959年 度か ら実施された技術援助は琉球政府会計を経由するも
のではなく日本政府が直接に執行する事業に限られ,第3節 で示 したように
金額 も僅かなものであった。琉球政府会計に対する日本政府援助の直接的 ト
ランスファーの容認は,USCARに とって技術援助の受入れに続 く大きな方
針転換であり,日 米両政府が協調 して琉球住民の福祉水準を引き上げる施策
の具体的展開であった。本格的な援助ルー トは,琉 球政府一般会計に対する
直接援助の実施以外にあ りえなか ったのである。
第2は,援 助総額が急激に増大 したことである。まず,図1及 び表2か ら
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図1日 本 政 府 援 助 の推 移
百 万 円
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注:① 日本政府会計年 度である。
② 一般会計歳 出決算額で ある。
③1961年 度 は総理府,文 部省,及 び運輸省所管 の援助等経費 で,1962年 度以降は総
理府,文 部 省,厚 生省,及 び運輸省所管 の援助等経費で あ り,1966年 度及 び1967年
度 は郵政省所管 の援助等経費 を含 む。
資料:大 蔵省主計局編 『決算報告 ・決算 の説 明』 各年度 版よ り作成。
援助額 の推移 をみ る と,き わ めて急激 に増 大 した ことが判 る。1961年 度の
約5億 円(一 般会計歳 出決算額=当 初 予算 額+予 算補正追加額 一予算補正修
正減少額)が,上 記 の 「交換 公文」 後の1965年 度 には約30億 円に,そ して
佐藤総理訪 問後 の1966年 度(琉 球 政府1967年 度)に は前年度の2倍 を超え
る約63億 円に急増 し,米 国政府 援助 を凌駕 した のであ る。復帰運動 が ピー
クを迎 え た1967年 度 には約84億 円に達 し,1969年 度以降 は前節 で示 した
「日本本土 と沖縄 との一体化 に関す る基本方 針 につ いて」 に基づ き大 幅 に拡
充 され た。1969年 度 が154億 円,1970年 度 が239億 円,1971年 度が381億
円 と,対 前年度増加 額は,そ れぞれ,37億 円(32.0%),75億 円(55.3%),
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142億 円(59,3%)の 高い値を示 した。この10年 間の対前年度の平均増加率
(単純平均)は56.3%と,き わめて急激なペースで量的に拡大 したが,見 方
をかえれば類似県㈹ との格差がそれだけ大きな ものであったといえよう。
このように絶対額の増大及び対前年度増加率ともきわめて大きな値を示 し,
特に援助総額は1970年 度以降類似県並みの財源 トランスファーに近づき,
財政面では国内化 したといえる。 こうした援助額の急激な増大は琉球政府財
政,市 町村財政及び教育区財政に多大な影響を与えたばか りではなく,琉 球
経済全般に大きなイ ンパ ク トを与え ることにな った。因みに,1966～1971
年度(琉 球政府会計年度)のGNPは 名目で年平均16.9%の 高い増加率を示
し,人 ロー人当た りGNPは1966年 度の483ド ルから1971年 度の1,036ド
ルへ,僅 か6年 で2倍 以上に増大 したのである(53>C
第3の 特徴は援助の質的充実である。琉球列島に対する日本政府援助は前
節において考察 したように,1952年 度か ら開始されたが,1950年 代を通 し
て金額的にも僅かで,そ れ も日本政府の直接的支出,及 び南方同胞援護会を
通ずる間接的援助に限られていた。援助内容 も教育関係と南方同胞援護会の
援護事業に対する補助で,経 済開発等を促進するといった積極的な ものでは
なかった。米国に対する遠慮に起因するところが大きかったが,日 本全体と
して敗戦の痛手か らまだ脱却 しておらず,琉 球列島に配慮する余裕がなかっ
たのである。南方同胞援護会が設立されたのも軍用地問題の勃発が契機であ
り,日 本の安全保障との係わりのなかで施策の必要性を見出 したともいえよ
う。戦後10年 を経過 し高度経済成長の開始 とともに,経 済的に自信を取 り
戻すなかで琉球列島の現状に対する関心が増大 し,1957年6月 の岸総理 と
アイゼンハゥアー大統領の首脳会談以降 日本政府は日米会談の度に施政権
を回復 したい旨を米国に訴え,と りわけ米国の軍部を悩ましたのである〔54)。
そうした折,経 済援助を拡充 したいとの日本政府の希望が叶えられたのは,
ケネディ政権による日米協調政策以後であ り,1961会 計年度からである。
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同年度か ら産業開発関係援助が開始され,社 会福祉医療関係,教 育関係援助
等が質 ・量 ともに充実 して行ったのである。ただ,手 続き上は施政権者であ
る米国の要請に基づ くというものであった。
第6節 日本政府援助の態様
日本政府援助の金額及び構成比を主要経費別に分類 した表2及 び表3か ら
概観 しよう。産業振興国土開発や社会福祉医療,文 教などと経常的に支出さ
れた事項,及 び行政機関運営費や復帰記念事業,調 整費のように施政権返還
が押迫 り一体化政策の総仕上げのための経費等から構成されている。前節で
述べたように,南 方同胞援護会に対する補助金や技術援助は1950年 代から
継続 して実施された援助である。1961～1971年 度の11年 度間における日本
政府援助の総計は約381億 円に上 り,そ の内訳は文教関係援助が31.0%,社
会福祉医療関係援助が21.0%,産 業振興国土開発関係援助が15.4%,財 政投
資資金援助が5.1%と,こ の4者 で援恥総額の約7割 を占め,と くに教育関
係に傾斜的に支出された。1962～1965年 度は産業振興関係の構成比が際立っ
て高 く,1966年 度以降は文教関係が高い比率を示 した。以下,主 要な援助
事項についてその内容を考察する。
1.産 業振興国土開発援助
当該援助は,1961年 度には沖縄模範農場費,1962～1966年 度には産業開
発関係,1967年 度には国土保全及び産業開発関係,1968・1969年 度には国
土保全開発 と産業開発を区分 し,1970年 度以降は産業振興国土開発関係と
して予算に計上 された(55)。表2及 び表3で は該年度の全てにおいて産業振
興国土開発関係援助 として掲載 した。琉球列島における各種産業の振興,社
会資本の充実等を一層促進することを目的とした当該援助は,こ の11年 度
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表2日 本政府援助(百 万円)
1961 196219631964196519661967196819691970197]
産業振興国土開発 14 396 930 8231,0567761,19'.1,6492,5703,9543,893
財政投資資金 130 300 300 418 8601,055880 770 670 333
社会福祉医療 9 78 238 371 6211,0781,4282,3913,81E5,7757,783
文 教 60 80 106 183 4892,8703,3774,68C6,016,86410,071
技 術 援 助 20 29 30 32 49 70 182 95 157 153 151
市 町 村 財 政 5001,4002,30C4,400
行政機関運営費 1,5623,274
復帰記念事業 559 5,392
調 整 費 750 1,00(
南方同胞援護会 46 64 179 123 123 231 19( 158 53 49 68
そ の 他 392 298 201 164 234 428 9971,3126121,2751,72'
合 計 5411,0761,9891,9962,9906,3128,4191,66615,39923,91:38,09(
注:① 日本政府会計年度である。
② 一般会計歳出決算額である。
③1961年 度は総理府 文部省及び運輸省所管の援助等経費である。1962年 度以降は総理府,文 部省,
厚生省,及 び運輸省所管の援助等経費であり,1966年 度及び1967年 度は郵政省所管の援助等経費を
含む。
④ 文部省所管の援助等経費は技術援助を除き文教に,厚 生省所管は社会福祉医療に,運 輸省所管はそ
の他に含めた。
⑤1969～1971年 度に食糧管理特別会計へ繰入れに必要な経費等を含まない。
資料:① 大蔵省主計尻漏 『決算報告 ・決算の説明』各年度版,及 び②財政調査会編 『国の予算』同友書房
各年度版,よ り作成。
表3日 本政府援助の構成比(%)
19611962 19631964 1965196619671968196919701971
産業振興国土開発 2.636.846.94L2 35.312.314.1 14.] 16.716.510.2
財政投資資金 12.115.115.014.f13.6 12.5 7.5 5.0 2.8 0.9
社会福祉医療 1.7 7.`e12.0 18.E20.817.1 17.C20.524.8 24.220.4
文 教 11.1 7.4 5.f 9.2 16.4 45.540.140.139.128.726.4
技 術 援 助 3.7 2.7 L5 1.6 1.6 1.1 2.2 0.8 1.0 0.6 0.4
市 町 村 財 政 4.3 9.1 9.6 11.6
行政機関運営費 6.5 8.6
復帰記念事業 2.3 14.2
調 整 費 3.1 2.6
南方同胞援護会 8.5 5.9 9.0 6.f 4.1 3.7 2.3 L4 0.3 0.2 0.2
そ の 他 72.527.7 10.1 8.2,7.8 12.5 11.8 ll.24.0 5.3 4.5
合 計 100.(100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.(100.0100.(
注,資 料:表2に 同 じ。
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間に総額173億 万円に上った。1962年 度は前年度が模範農場事業の1事 業
のみのため約27倍 の増加率であったが,他 に増加率の高かった年度は1963
年度の134.8%,及 び1969年 度の55.9%で あった。一方,対 前年度増加率が
マイナスを記録 したのは1964,1966及 び1971年 度で,そ れぞれ11.5%,26.5
%,1.5%の 減少であったが,こ れは計画事業量の減少等によるものである。
なお,1971年 度 は対前年度増加率及 び構成比 とも低い数値を示 したが,基
幹道路整備や水資源開発調査等の国土開発関連の事業が復帰記念事業として
計上 されたためである。投資的経費である産業振興国土開発関係は,経 常的
経費で任意に削減の難 しい社会福祉医療関係や文教関係のような経費 と異な
り,事 業の終了等 により年度間で増減があるのは当然である。
産業振興国土開発 関係援助 は1961年 度の模範農場援助か ら開始 され,
1962年 度 には土地改良や道路整備,港 湾漁港整備,護 岸施設整備等の事業
が新たに計上 され,1963年 度には治山治水や家畜改良増殖などが新規事業
として計上 され,そ して1964年 度には農業施設整備や森林開発が新規 に加
わった。このように毎年度新規の援助事業が追加され,1970年 度には24事
業,さ らに1971年 度には31事 業 となった。これらの事業のうち,模 範農場,
土地改良,.道 路整備,港 湾漁港整備,護 岸施設整備,治 山治水,家 畜改良増
殖,農 業施設整備,及 び森林開発に関する事業は,事 業開始から1971年 度
まで毎年度計上 され,産 業振興国土開発関係援助総額の約5割 を占めた。な
お,糖 葉振興のため,1967年 度か ら予算計上 された臨時糖業振興助成事業
援助は56億8,000万 円の巨額に上 り,1961～1971年 度の産業振興国土開発
関係援助総額の33.9%を 占め,最 も高い構成比であった。琉球列島の産糖は
日本国内産糖と同様に糖価安定事業団による買い入れによって保護されてい
たが,琉 球産糖は生産 ・製造の過程における諸種の悪条件によりその実勢価
格は同事業団の買入価格を上回 っていたため,そ の差額相当分を糖葉振興臨
時助成費 として計上された。
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このように産業振興国土開発関係の援助は,と くに1960年 代半ばまでは
第1次 産業関連の事業が中心で あったが,1960年 代末には空港整備事業
(1968年 度)や 都市計画事業(51)(1969年 度)に 関する援助が開始され,さ ら
に1970年 代に入 り中小企業関係の援助が強化された。米国統治下で等閑に
されていた農林水産業の生産基盤や,道 路,港 湾等の社会的間接資本整備が
緒についたのである。
2.財 政投資資金関係援助
この資金援助は一般会計を通ずる資金援助である。琉球列島における農漁
業向け中 ・長期低利資金不足等に鑑み,琉 球政府の農林漁業中央金庫に対す
る出資金または制度金融資金を農林漁業融通資金援助 として,1962年 度に1
億3,000万 円が計上 された。1966年 度には中小企業融通資金援助が新規に計
上 され援助額は8億6,000万 円,1967年 度には台風災害復旧に関する一般住
宅建設資金,農 林漁業資金,中 小企業資金が新たに計上され援助額は10億
5,500万 円に達 した。そ して,1968年 度には農漁業及び中小企業融通資金援
助に産業開発資金と資金運用部資金援助が加わり8億8,000万 円,1969年 度
は6億7,000万 円の産業開発資金等援助,1970年 度には3億3,300万 円の中
小企業関連資金援助であった。1962年 度以降の財政投資資金援助の総計は
57億1,600万 円に上 り,1961年 度以降の日本政府援助合計額の5.1%を 占あ
たのである。
この援助は,1962～1966年 及び1970・71年 度には産業振興国土開発関係
援助の部分集合 として,1967～1969年 度の3年 度には財政投融資関係又は
財政投資資金として予算計上されたが,産 業振興のための援助であり,産 業
振興国土開発関係援助と看徹 してよいであろう。ただ,低 利だとはいえ,将
来元利を償;還すべき有償の資金であり,上 記の産業振興国土開発関係援助 と
は性格が異なる。
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ところで,一 般会計による財政投資資金関係援助は表2か らわかるように
1968年 度から漸減 しているが,こ れは同年度から 「沖縄地域における産業
の振興開発等のための琉球政府に対する資金の貸付けに関する特別措置法」
(白召和43年 法律第62号)に 基づき,日 本政府の財政投融資計画において新
たに琉球政府に対 して資金運用部資金,簡 易生命保険及び郵便年金特別会計
の積立金か ら,産 業開発資金等としての貸付が開始されたか らである㈲。
財政投融資計画に基づ く新たな産業振興及び国土開発の始 まりであった。
3.社 会福祉医療関係援助
住民生活において最 も渇望されていた分野が社会福祉医療関係援助である。
1960年1月 から技術援助の一環 として医師派遣がなされ,1961年 度も引き
.続き無医村への医師の配置,そ して新たに歯科医師の巡回診療班の派遣が実
施された。1962年 度には同様に医師派遣に係わる所要経費の援助,結 核患
者療養援助及び癩対策援助が計上 された。1963年 度には児童福祉施設整備
や公営住宅建設など新規に4事 業が加わ り,1964年 度 には身体障害者施設
整備や医学図書館建設,フ ィラリア対策の3事 業,1965年 度にはさらに精
神病床増設や血清製造施設等設置,生 活保護など7事 業に対す る援助が新規
に計上された。 このように新たに事業が計上され,1965年 度には総事業数
が18に なり,1970年 度には28事 業,1971年 度には49事 業へ と拡大 した。
社会福祉医療関係援助の歳出決算額 は1961年 度の920万 円から,1963年 度
に約2億 円,1966年 度には約29億 円,1971年 度には79億 円と急激に増大
して,1961年 度以降11年 間の総額は236億 円に達 し,日 本政府援助合計額
の21.0%を 占あたのである。
つぎに,社 会福祉医療関係援助236億 円の内訳をみると,最 も高い比率を
示 したのは生活保護事業51億 円の21.5%,つ いで国民年金事業の13.7%,
結核対策事業の11.5%,精 神衛生対策事業の7.5%,那 覇病院整備事業の7.2
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%な どである。 これ ら事業以外で1%以 上を占めた事業は児童福祉対策や公
営住宅建設,医 師歯科医師派遣,ハ ンセン氏病対策などの10事 業であった。
こうした援助にも拘 らず1971年 度時点での社会福祉及び医療の水準は日本
に比べて極めて低 く,そ の引き上げは長期間に亘って大きな課題であった。
4.文 教関係援助
戦後,米 国統治の下で琉球住民が最 も大きな課題として取 り組んできたの
が,子 弟の教育であった。教員の約3割 が戦死 し,校 舎,教 材等のすべてが
灰儘に帰 した中で,ま さに皆無の状態からの出発であった。米国は教育内容
について日本の影響力を排除する方針のもと,琉 球列島の戦後教育は展開さ
れていった。第3節 において述べたように,日 本政府の教育関連援助は
1952年 度か ら実施されたが,そ の後10年 間に亘 って日本政府が直接支出す
る技術援助等に限られ金額も僅かであった。本格的参文教関係援助が開始 さ
れたのは産業振興国土開発関係及び社会福祉医療関係 と同様に1961年 度か
らである。 日本政府は文教関係援助の予算計上に際し 「沖縄住民は日本国民
であり沖縄の教育基本法において 日本人としての教育を行うことが明記され
ていることにかんがみ,引 き続き教育関連援助を拡大 している。」(58)と述べ,
その根拠を日本人としての教育である点に求めた。 このように,琉 球列島に
おける教育関係援助の充実は日本政府の責務であるとの立場であった。
さて,文 教関係援助は1961年 度の6,008万 円から,1965年 度には対前年
度増加率2.7倍 の約5億 円,1966年 度には対前年度増加率5倍 の約29億 円
と急激に増大 し,そ して1971年 度には約101億 円に達 した。 このll年 度に
亘 る文教関係援助額は約348億 円に上 り,日 本政府援助合計額の31.0%を 占
めたのである。このように日本政府の対琉球列島援助は文教関係に重点を置
き実施されたといっても過言ではない。
文教関係援助約348億 円の内訳を見ると,1966年 度から計上された義務
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教育諸学校教職員給与に対する援助が約215億 円とその61.9%を 占めており,
他の援助事項を圧倒 している。当該援助は都道府県に対す る国の援助 と同様
に琉球列島の義務教育諸学校教職員に対する給与費の2分 の1を 援助す ると
いうものである。1965年 当時,教 員一人当たり児童数は日本の1.3倍 で,そ
れに教員の給与は約8割 であり,扶 養手当や通勤手当等がなく,負 担は重 く
待遇はよくないとの教職員の不満には大 きなものがあ り,さ らに教育をめぐ
る環境は,学 級在籍規模,校 舎の整備状況,教 育設備 ・備品等々,日 本の類
似県に比べてきわめて劣悪であった。1966年 度から計上 された公立学校施
設整備に対する援助が文教関係援助総額の17.2%を 占めるようにな り,義 務
教育諸学校教職員給与についで高い割合を示 したである。ついで,第3に 高
い構成比を示 したのは義務教育諸学校教科書無償給与の4.2%で ある。義務
教育諸学校教科書無償給与援助は1964年 度から開始され,教 科書の無償給
与に要する経費の3分 の1を 援助す るもので,1965年 度 は経費の2分 の1
に引き上げられると共に盲学校が加わり,さ らに住民の義務教育費負担の軽
減を図るため1966年 度は2分 の1か ら全額に引き上げられた。 これ らの3
事項以外の構成比は,学 校備品購i入3.7%,国 費沖縄学生の招致2.8%,水 産
高校教材設備等2.3%,琉 球大学附属病院施設整備2.3%,琉 球大学整備等2.1
%,育 英奨学事業1.5%な どであった。
こうした援助にも拘 らず,施 政権返還時点での琉球列島における教育環境
はソフ ト,ハ ー ドの両面とも日本 と大きな格差が存在 し,そ の是正に長い年
月を要 したのである。
5.上 記以外の援助事項
表2に 示 してあるように,市 町村財政,行 政機関運営費,復 帰記念事業,
調整費,及 びその他の事項についてである。技術援助と南方同胞援護会に対
する補助については第3節 で考察 した。
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(1)市 町村財政に対する援助
市町村財政に対する援助であるが,こ れは市町村の行政水準は日本と比べ
て格差があり,そ の向上を図るため,市 町村交付税を拡充するために要する
一般財源の一部としての援助であった。同援助は1968年 度(琉 球政府1969
年度)の5億 円から開始され,1969年 度が14億 円,1970年 度が23億 円,
1971年 度が44億 円と,合 計86億 円に上 り1961年 度以降の日本政府援助合
計額の7.7%を 占めたのである。貧困に喘 ぐ市町村財政にとって日本政府に
よる一般財源補填はまさに干天の慈雨であった。
② 行政機関運営費に対する援助
行政機関運営費は使途を明示 しない援助である。琉球政府は,国 政相当事
務 と県政相当事務の両者を実施 しており,そ れに各県単位には設置されてい
ない機関の存在や,対 応する機関とかなりの差異があるなど,種 々の問題を
抱えていた。こうしたことを踏まえ,日 本政府は琉球政府の財政運営を円滑
に し,日 琉一体化政策の一層の推;進に資するたあ,行 政機関運営費に対する
援助が計上された。これは,警 察や教育,社 会福祉などの事務事業のため,
本来,地 方交付税交付金として各道府県に交付されるものであるが,国 税を
納付 していないとの理由で計上されなかった事項である。所要の援助費の算
定については,復 帰の際に特に問題がないと認められる範囲に限定 し,日 本
におけるそれぞれの機関の適正モデルを想定 してなされた〔59)。
この行政機関運営費に対する援助は1970年 度から実施 され,初 年度が約
15億 円,1971年 度が約33億 円であ り,当 該年度における構成比はそれぞれ
6.5%,8.6%と,か なり高い数値であった。 日本の一県としてみた場合に,
琉球政府はきわめて過重な行政機関運営費を支出しており,援 助開始が遅 き
に失 した感がある。
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㈲ 復帰記念事業関係援助
1972年 返還 に備える日本政府の準備が財政的に裏づけされ,復 帰対策の
具体化を示す援助事項である。日本復帰決定を記念 し,産 業振興国土開発に
係わる事業について特別に補助率10/10の 援助が実施 されたが,こ の援助
は日本政府の丸抱え事業である。初年度の1970年 度には,基 幹道路整備事
業,水 資源開発調査事業,及 び戦跡整備事業の3事 業に5億5,902万 円が計
上 され,1971年 度には新たにホーバークラフ ト整備事業,復 帰記念植樹祭挙
行準備事業,及 び特別国民体育大会関連道路整備事業が加わり,53億9,200
万円が計上された。この2年 度で総計約60億 円が計上されたが,沖 縄島北
部,宮 古島,石 垣島,西 表島,及 び久米島の一周道路整備,す なわち基幹道
路整備事業 と特別国民体育大会関連道路整備事業の両者で約53億 円に達 し,
復帰記念事業の88.8%を 占めており,同 事業は正に道路整備事業であった。
これまでの道路整備事業に加え,復 帰記念事業によって,立 ち遅れていた
琉球列島における生産及び生活関連の道路整備が一層促進されたのである。
それに,水 資源開発調査事業が緒につき水不足に悩まされてきた琉球列島に
おいて,そ の解消に向けての一里塚であった。
(4)調 整費としての援助
日琉一体化政策推進の一環 として,台 風災害,及 び軍関係労務者の大量解
雇,米 国政府援助の削減等,年 度途中における不測の財政需要の発生に円滑
に対処するための調整財源 としての援助である。1969年 度までは台風によ
る災害の復旧についての援助 は予備費の使用により対処 していたが,琉 球列
島は台風常理地域であることから予め一定の財源を留保 しておくことが望 ま
しいとの考えか らであり,ま た米軍関係離職者数についてどの程度になるか
見通 しをつけがたい状況にあったか らである。調整費は1970年 度に7億
5,000万 円,1971年 度に10億 円が計上された。
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(5)そ の他 の援助
この 「その他」 として掲載 されてい る援 助の内容 は多岐 に亘 って お り,そ
の援 助額及 び構 成比 の増 減 が大 きい。1961年 度 の 日本 政府援 助合計 の72.5
%が その他 とな って いるが,同 年 度は4億2,637万 円支 出され,そ の 中には
「戦傷 病者戦没者 遺族等援護 法」(昭 和27年 法律127号)適 用外戦 闘協力死
没者(11,500人)及 び疎 開船対馬丸遭難学童(737人)に 対 し,一 人当た り
2万 円,計2億4,479万 円の見舞 金が含 まれて いるたあであ る。1962年 度 に
は,対 琉球列 島援助 を合理 的計画的 な ものにするため,調 査 団の沖縄派遣費
等 の経費 が計上 された。1966年 度 に金額 が前 年度 に比べ て増 大 してい るの
は,災 害援助費 の3億6,000万 円,郵 政 省所 管の先 島TV置 局設置費 の2億
1,728万 円(1967年 度4億9,748万 円)が 計上 され たためで あ る。 災害援 助
関係 は1968,1969,.1970年 度 に,そ れぞれ,1億4,664万 円,7,529万 円,2億
4,928万 円が計上 された。
これ ら以外 に表2に お いて,「 その他」 に分類 された事項 は,運 輸省所管
の援助 や警察,裁 判所,消 防,灯 台建設,国 政選挙,国 勢調査等 に関する援
助か ら構成 されてい る。
お わ り に
これまで考察 してきたように,サ ンフランシスコ講和条約締結前から琉球
住民の復帰への癩望は強 く,1950年 代半ばの軍用地問題を経て日本国民の
支持を得た復帰運動はますますエスカレー トして行った。復帰運動の高揚は,
日本政府をして政策課題の姐上に載せることとなり,そ れと並行 して 日本政
府援助が増加傾向で推移 したのである。
日本政府援助は1952年 の教育関係援助の予算計上から緒につき,1956年
度 より南方同胞援護会を通ず る援助が加わ り,さ らに軍用地問題解決後の
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1959年 度から日米の協議 に基づき技術援助がなされるようになったが,日
本政府が直接に執行するものに限定され,そ れに金額 も僅かであった。
USCARは 琉球政府への直接援助の受け入れに難色を示し,日 本政府の援助
申し入れに対 しても余計なお世話であると見る態度が見受けられたのであ
る㈹)。琉球政府に対す る直接援助がUSCARに よって受け入れ られるよう
になったのは1961年 度からであった。
日本政府は1959年 度の援助か ら予算計上の理由として潜在主権を有 して
いること,及 び将来の施政権の返還に備えてのことであるとし,当 初か ら施
政権の回復を前提 としていたといえる。一方,米 国は1960年 代半ばまで日
本政府援助を補助的なものとの して捉え,統 治への介入の懸念,そ れに施政
権者としての体面から日本政府援助に対 して積極的ではなかった。 しかし,
196"r年度(琉 球政府会計年度)に は米国政府援助を凌駕 し,そ して1968年
度以降は日本政府主導の下で援助内容や金額等が決定されるようになった。
日米首脳会談の積み重ねによ り施政権の返還が具体化するに伴い,日 本政府
援助は日読一体化政策の下で急速に拡大 し国内問題の体を示すようになった
のである。
琉球列島に対する日本政府援助は,琉 球政府の執行能力等を勘案 しつつ,
可能な限 りの金額,内 容を提示する姿勢が1960年 代初期か ら見 られた(6D。
日本政府は1960年 代後半,琉 球列島の施政権の返還 を最大の政策課題とし,
且つ財政的には糸目を付けないとの姿勢がその予算計上の過程において散見
しうる。援助予算は,教 育関係や,社 会福祉医療関係,産 業振興国土開発関
係に重点的に計上されたが,開 発方式としては,ハ ーシュマンのいう,い わ
ゆるSOC(SocialOverheadCapital)先 行型開発であった(62)。こうした開
発政策は,施 政権回復以降 も着実に踏襲 されたのである㈹。
このように,1960年 代以降の日本政府援助は金額,増 加率,及 びその内
容ともかなり配慮 されたものであり,琉 球列島の経済成長,民 生向上に重要
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な役割 を担 ってきた と評価 す ることがで きよう㈹。
《注》
(1)沖 縄タイムス社編 『沖縄の証言(上)』197]年,174頁,参 照。
(2)平 良辰雄候補の得票率は65%を 超え圧勝であった。同氏は回顧録で次のよ
うに述べている。「日本復帰を主張することは,一 種のタブーのようになって
いたのである。 しか し,表 向きに復帰問題を掲げなかったとはいえ,選 挙中の
各地での懇談会では必ずといっていいほど私は,こ の問題をまつ先に持ち出す
ことにしていた」。平良辰雄 『平良辰雄回顧録』南報社,1963年,157頁 。
(3)『 対 日講和条約七原則』(1950年11月24日 米国国務省発表)の(三)領 域
において,「 琉球諸島は合衆国の施政権下に置かれる」旨が表明された。
(4)「 権力の全部及び一部を行使する(allandanypowers)」 は外務省の誤訳
であり,「権力の全部及び一切を行使する」が適訳である。我部政明 「日米安
保を考え直す』講談社,2002年,127頁,参 照。
(5)吉 田茂総理大臣は平和条約締結後の第12回 国会の施政方針演説において琉
球列島の地位について,「(平 和条約)第 三条に規定する北緯29度 以南の南西
諸島については,合 衆国を施政権者 とする信託統治の下に置 くことを規定 し,
同条は,第2条 のごとく,日 本の権利権原の放棄を明記 していない。右の諸島
に対する主権が日本に残ることは,サ ン・フランシスコにおいて,米,英 代表
が明言 している。」 旨を述べ国民の理解を求めた。南方同胞援護会編 『沖縄復
帰の記録』昭和47年,97-98頁 。
(6)琉 球政府立法院は講和条約発効の翌 日に 「琉球の日本復帰に関す る請願」
(連合国最高司令官宛)を 決議 した。 そのなかで,1日 も早い日本復帰の実現
を熱願する旨が表明された。
(7)い わゆる四者協議会である。1956年6月 に市町村議長会が加入し五者協議
会 となった。米軍が実力行使することがあって も,闘 争の基本的姿勢を 「無抵
抗の抵抗をもって力に対処する」と表明 した。
(8)USCARは 「立法院が土地問題に没頭 して予算成立が遅れるならば補助金交
付を取 り消 し,議 会の解散を行う」(1955年6月14日)と の警告をするなど,
圧力を加えたが,こ うした脅 しに対 して住民は怯むことがなかった。
(9)"ReportofaSpecialSubcommittteeofatheArmedServicesCommittee.
HouseofRepresentatives"[The(Melvin)PriceReport],JULY,1956.pp.
11-12.
(10)外 務省は,駐 日米大使に軍用地問題で住民の意向尊重を申 し入れ,米 側は善
処を言明 した(1956年6月21日)。 また,法 務省は 『沖縄の土地問題につい
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て』の見解を示 し,「外交保護権により,沖 縄問題を米国と積極的に交渉せよ」
と表明 した(1956年6月28日)。
(ll)1956年12月25日 に行われた那覇市長選挙で人民党の候補者が当選 したが,
これに対してUSCARは 那覇市に対する補助金を打ち切 り,銀 行融資を中止
させ,那 覇市の預金を凍結させたのである。
(12)米 琉共同声明(1958年7月7日)は 「米国は派米代表団の意見を考慮 し,
琉球側は反共基地の重要性を理解する」という内容であった。
(13)土 地闘争 に参加 したグループは,軍 用地地主等の経済的要求を中心としたグ
ル'一プと,異 民族支配からの脱却,す なわち日本復帰等を理念としたグループ
に大別することができるが,土 地問題の一応の解決により,前 者はその目的を
ある程度成就 したのに対 して,後 者は挫折を余儀な くされ,そ のエネルギーは
日本復帰運動へと止揚されていった。琉球銀行調査部編 『戦後沖縄経済史』,
526頁,参 照。
(14)"The(Melvin)PriceReport",July,1956,p.5.
(15)宮 里政玄 『アメリカの沖縄統治』岩波書店,昭 和41年,8-1C頁,参 照。
(16)1959年11月1日 に米上院外交委員会より発表されたコンロン協会の報告。
(17)た とえば,ア イゼンハ ワー大統領は1960年1月 の予算教書において,琉 球
列島の無期限保持を表明 した。
(18)現 在,国 庫支出金を中心とする補助金の傾斜的配分は米軍基地の立地とのバー
ター的性格を持っており,21世 紀の今 日において も米国統治時代 と何 ら変わ
ることなく続いていると見て差し支えない。すなわち,軍 事基地 という迷惑施
設が発生 させる外部不経済に対する補助金による補償である。
(19)第3代 高等弁務官キャラウエイ(PaulW.Caraway)中 将は,1963年3月
に金門クラブで 「自治の要求は独立国家を目指すものであ り,現 時点において
は神話である。」 旨を演説 した。・米国の制度では,現 地司令官の裁量権は大き
く,と くにキャラウエイ高等弁務官は,ケ ネディ大統領の対琉球列島政策に対
する軍部の反発を背景に徹底 した日琉隔離政策を採り,琉 球列島を米国の属領
扱いにしたのである。宮里政玄 『アメリカの沖縄政策』ニライ社,1986年,
167-168頁,参 照。
(20)い わゆる 「サンマ裁判」と 「友利裁判」の移送問題である。
(21)日 本復帰運動の先導的勢力である沖縄教職員会の行動に制約を加えることを
狙いとし,教 職員の政治活動や争議行為の禁止,勤 務評定などが盛 り込まれて
いた。
(22)琉 球警察は教職員会に同情しがちであるとの懸念から,与 党民主党の一部は,
その審議に当たっての警備に米軍投入を要請 したが,USCARは 介入 しなかった。
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(23)日 本復帰運動の中心的役割を担ったのは沖縄教職員会であったが,教 員の待
遇や校舎,備 品等の教育環境は劣悪であり,将 来に希望が持てる状況になか っ
たこと等をその理由として上げることが出来る。それに 「最 も大切な視点はし
かし,教 員の大半が沖縄師範学校の出身者であって,教 育の理念 と技術におい
て日本人を教育することしか知らなかった,と いうことだと思 う。」(大 城立裕
『光源を求めて』沖縄 タイムス社,1997年,81頁)と の冷めた見方 もある。何
れにせよ,復 帰運動における教職員会の役割は高 く評価せざるを得ないであろ
う。
(24)日 本の安全保障編集委員会編 『沖縄復帰への道』原書房,昭 和43年,4-14
頁,参 照。
(25)南 方同胞援護会編 『沖縄復帰の記録』昭和47年,1-4頁,及 び宮里政玄
『日米関係と沖縄』岩波書店,2000年,2-5頁 を参照。
(26)こ の共同声明以降,琉 球列島における政党や各種団体は日本と系列化が進み,
争点は返還協定の内容に向けられた。
(27)南 方同胞援護会編 『沖縄復帰の記録』昭和47年,10頁 。
(28)ア イゼ ンハワー大統領の一般教書(1954年1月7日),及 び予算教書(1956
年1月16日)等 々。
(29)USCARは 復帰運動の高まりを懸念 して,日 本政府の技術援助に対 して厳 し
い条件をつけた。
(30)日 米会談に先立ち,立 法院代表や市町村会代表,復 帰協代表などが上京 し,
施政権問題の解決の糸口を得てもらいたいと,池 田総理大臣に強 く訴えた。こ
うした陳情は日米会談の度ごとに繰 りかえし行われた。
(31)国 家安全保障問題担当大統領特別補佐官のカール ・ケイセン(C.Kaysen)
氏を団長 とする調査団である。1961年10月 に派遣されたケイセン調査団は,
琉球列島の実情や住民の意向などを調査 し,い わゆるケイセ ン報告書を1962
年3月 にケネディ大統領に提出した。同報告書は日本政府援助の受け入ればや
むをえないが,施 政権の日本への返還は問題外である旨を記述 している。
(32)ケ ネディ大統領の対琉球列島政策に対して,議 会や軍部に根強い反対があっ
た。U.S.Congress,House,CommitteeonAppropriation,"Hearingbefore
Sub-Committee,ForeignOperationsforl963",Pt.1,87thCongress,2nd
Session,12-13March1962,及 び南方同胞援護会 『南と北』第23号 を参照。
(33)佐 藤首相は1965年8月19日 に琉球列島を訪問 し,那 覇空港でのステー トメ
ントで 「私は沖縄の祖国復帰が実現 しない限り,わ が国にとって"戦 後"が 終
わっていないことをよ く承知 しております。」と述べ,住 民を感激させた。帰
京後の8月27日 には,沖 縄問題閣僚協議会の設置が閣議決定された。
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(34)こ の共同声明の後半において,両 国は小笠原諸島の施政権の返還に合意した
旨が表明された。 これに基づき,1968年6月 に小笠原諸島の返還が実現 した。
(35)返 還協定は9か 条から構成されているが,要 約す ると以下の通 りである。第
1条 米国はサンフランシスコ平和条約第3条 の規定に基づ くすべての権利及
び利益を日本国のために放棄する。第2条 日本国 と米国の間に締結された条
約その他の協定は琉球諸島及び大東諸島にも適用される。第3条 日本国は日
米安全保障条約に従い,米 国に対 し琉球諸島及び大東諸島における施設及び区
域の使用を許す。琉球電力公社,琉 球水道公社,琉 球開発金融公社,及 びその
他の米国政府の資産は日本国政府に移転する。第7条 日本国は米国に対 し3
億2,000万 ドルを支払う。以上のほかに,米 軍の職務上の行動による損害に対
する請求権放棄,裁 判や訴訟の有効確認の問題などであった。
(36)、日本政府援助がなかった頃は,沖 縄戦災校舎復興募金等のような民間ベース
の援助がなされた。
(37)1956年11月16日 に 「財団法人南方同胞援護会」 として設立 されたが,翌
年の6月 に南方同胞援護会法が立法され,特 殊法人へ移行 した。同法第23条
第3項 には 「南方地域に居住する日本国民に対 し援護を行 うこと」が謳われ,
第28条 には 「国は援護会に対して補助金や貸付金を支出できる」旨が規定さ
れている。戦没者遺族等の援護など戦後処理等の一環として日本政府が直接に
なすべきことを,米 国への配慮等から,同 援護会が代わって実施 したと言えよ
う。
(38)沖 縄協会編 『南方同胞援護会17年 のあゆみ』昭和48年,11頁,参 照。
(39)同 上書,174-188頁 。
(40)1952年4月 の 「琉球諸島における日本政府連絡事務所の設置に関する件」
についての連合国最高司令部覚書により,同 年7月 に那覇 日本政府南方連絡事
務所が開設されたが,そ の業務は在東京米国大使館 「琉球諸島における日本政
府連絡事務所の所掌業務」(1953年5月21日)に おいて,13項 目に亘って列
挙され,渡 航に係わる事務や,琉 球住民個人に対する支払い業務などの事務的
処理のみを所掌し,連 絡事務所の職員は外交特権等を持たないとされた。
1968年2月 の 「日本政府南方連絡事務所の機能拡大」に関する日米間の外
交文書の交換に基づき,同 事務所は1968年5月 に日本政府沖縄事務所と改名
され,同 時に組織及び権限の強化が図 られ,USCARと 直接交渉することが可
能となった。
日本政府南方連絡事務所の開設 と同時に,総 理府に設けられた南方連絡事務
局は,1958年5月 に北方地域に関する事務が加わり,特 別地域連絡局 と'改称
された。
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(41)予 算計上の理由を次のように記述 している。「沖縄に対 しては日本政府が潜
在主権を持っていること及び将来沖縄が日本政府の行政権内に復帰 した場合の
こと等の諸事情を考慮 し,経 済技術の向上を援助するための経費及び戸籍事務
を援助す るための経費を新たに計上 した」。財政調査会編 『国の予算』同友書
房,昭 和34年,433頁 。
(42)池 田総理大臣とケネディ大統領の首脳会談の共同コ ミュニケ(1961年6月
22日)で ある。
(43)渡 辺昭夫 「戦後日本の政治 と外交』福村出版,1970年,63頁 。
(44)キ ャラウエイ高等弁務官による日本政府援助に対する強い反対がその要因の
ひとつであった。同弁務官は米国統治に対する日本政府の介入を極端に嫌った。
(45)交 換公文によって設置された協議委員会の第1回 会合において 「琉球諸島に
対する援助の供与についての日本国と合衆国との間の協力取極の実施のための
手続」(1964年4月25日)が 締結 され,こ れに基づいて援助額等が決定され
た。 なお,施 政権の返還決定後の1968年 度(日 本政府会計年度)以 降の援助
は,従 来の3回 以上の会合が簡略化され,1回 の会合で 日本案通 りに決定され
るようになった。南方同胞援護会 『南と北』1968年1月15日 。
日米協議委員会の機能は,「 琉球諸島に対する経済援助に関する協議委員会
の機能拡大に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府 との間の交換公文」
(1965年4月2日)に より,経 済援助以外についても協議することができるよ
う拡大された。
(46)「 一体化」 という言葉が定着 したのは佐藤総理大臣の先島諸島での挨拶にお
ける 「沖縄 と本土 との一体化を進めたい」 との言葉からであると言われている。
山野幸吉 『沖縄返還ひとりごと』ぎょうせい,昭 和57年,194頁,参 照。
(47)財 政調査会編 「国の予算』同友書房,1964年,433頁,参 照。
(48)琉 球立法院の審議に附される一切の法案は,USCARに より事前事後におい
て厳 しくチェックされていた。
(49)そ の狙いは,琉 球政府に経費の一部を負担させ責任を分担させることにより,
事業の効果を高め実施の適実を期するとの考え方からである。財政調査会編
『国の予算』同友書房,昭 和40年,403頁,参 照。琉球政府の行政能力に対す
る懸念からであったが,琉 球政府はいわゆる対応費の捻出に苦慮 したのである。
(50)琉 球政府の会計年度は米国と同様に,7月1日 ～翌年6月30日 であり,終
了年を呼称とした。
(51)財 政調査会編 『国の予算』同友書房,1967年,413頁 。
(52)島 根県,徳 島県,高 知県,佐 賀県及び宮崎県である。 日本政府調査団は人口
や産業構造の面でその他の団体より類似 しているとして,当 該5県 を沖縄の類
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似団体として比較の対象とした。日本政府財政調査団 『沖縄財政調査報告書」
昭和45年12月,223頁 。
(53)高 度経済成長は,B米 両政府援助及びベ トナム戦争の激化による米軍関係受
け取 りの増大に依るところが大きい。なお,1966～1971年 度の那{市 の消費
者物価の対前年度上昇率は平均 して5.4%で あった。
(54)米 国陸軍省民政局長J.E.サ イマー少将は,1962年3月12日 の下院歳出小
委員会聴聞会において,「 日本は機会あるたびに彼 らが潜在主権を持 っている
ことをわれわれに思いださせることに努めている。」 と証言 している。南方同
胞援護会 『季刊南 と北』(特 集"米 議会の沖縄論議")第23号,30頁 。
(55)財 政調査会編 『国の予算』同朋書房,各 年度版。
(56)1963年 度と1964年 度に限り都市計画事業援助が計上されたが,那 覇市にお
ける河川の改修工事を援助対象とするものであった。
(57)1968年 度か ら1971年 度の4年 度間で,琉 球政府に融資された財政投融資資
金の総額は221億 円に達 した。財政調査会編 『国の予算』同朋書房,1971年,
413頁 。
(58)財 政調査会編 『国の予算』 同朋書房,1963年,408頁 。1967年 度まで,文
教関係援助の予算計上,充 実の理由として 「沖縄の教育基本法において日本人
としての教育を行 うことが明記されている」 ことを上 げているが,施 政権の回
復が事実上決まった1968年 度以降,予 算計上の理由付けとしてこうした記述
はない。
(59)財 政調査会編 『国の予算』同朋書房,1970年,403頁,参 照。
(60)南 方同胞援護会 『南と北』第182号,1962年1月15日,参 照。
(61)琉 球政府の援助受入れ態勢や,予 算執行に当たっての対応等は充分ではなかっ
た。援助の量的拡大が急激であったこと,米 国統治下における歪な行財政構造,
さらに琉球政府の行財政能力の不十分さなどを,そ の要因としてあげることが
できよう。
(62)Hirschman,A.0."TheStrategyofEconomicDevelopment",YaleUni-
versityPress,1958(小 島清監修 ・麻田四郎訳 『経済発展の戦略』巌松堂,
1961年,'145-155頁,参 照)。
(63)琉 球列島の開発は典型的なSOC先 行型開発であったが,民 間部門の活性化
に関して所期の成果を挙げたとは言いがたい。公共投資による民間部門の誘導
誘発政策を市場の力が上回ったのである。
(64)琉 球銀行 『金融経済』第156号,1971年8月,1頁,参照。
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